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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電磁力によって非接触で浮上体（5）を支持する磁気軸受（21,22）に設けられて、前記
浮上体（5）の位置制御における位置の基準となる基準物と、前記浮上体（5）との間のギ
ャップ（g）を検出するギャップセンサ（31,32）の校正方法において、
　前記ギャップ（g）と前記ギャップセンサ（31,32）の出力信号（v）とを関連づけるた
めの条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、前記ギャ
ップセンサ（31,32）の出力信号（v）を前記ギャップ（g）に変換する変換式を構築する
構築ステップを有し、
　前記構築ステップは、
　所定の軌跡で前記浮上体（5）を動かすステップと、
　前記軌跡上の互いに異なる複数の位置において、複数の前記ギャップセンサ（31,32）
のそれぞれから出力信号を読み取る読み取りステップと、
　前記複数のギャップセンサ（31,32）が互いに拘束される、前記ギャップ（g）と前記軌
跡との幾何学的な関係式に、複数の前記ギャップセンサ（31,32）のそれぞれから読み取
った出力信号を適用して前記拘束条件を３つ以上設定し、前記変換式を構築するステップ
と、
を含んでいることを特徴とするギャップセンサの校正方法。
【請求項２】
　請求項１において、
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　前記軌跡は、前記浮上体（5）に接触して支持することで前記浮上体（5）と前記磁気軸
受（21,22）との接触を防止する補助軸受（6,7）に、前記浮上体（5）を接触させた状態
で動かす場合の軌跡であることを特徴とするギャップセンサの校正方法。
【請求項３】
　請求項１において、
　前記読み取りステップでは、少なくとも、前記浮上体（5）の可動範囲における上限又
は下限の位置において前記ギャップセンサ（31,32）の出力を読み取り、
　前記構築ステップでは、前記上限又は前記下限の位置に基づいて１つの前記拘束条件を
設定して前記変換式を構築することを特徴とするギャップセンサの校正方法。
【請求項４】
　電磁力によって非接触で浮上体（5）を支持する磁気軸受（21,22）に設けられて、前記
浮上体（5）の位置制御における位置の基準となる基準物と、前記浮上体（5）との間のギ
ャップ（g）を検出するギャップセンサ（31,32）の校正方法において、
　前記ギャップ（g）と前記ギャップセンサ（31,32）の出力信号（v）とを関連づけるた
めの条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、前記ギャ
ップセンサ（31,32）の出力信号（v）を前記ギャップ（g）に変換する変換式を構築する
構築ステップを有し、
　前記構築ステップは、
　前記浮上体（5）の可動範囲における上限又は下限の位置を通る軌跡で前記浮上体（5）
を動かすステップと、
　前記浮上体が前記上限又は前記下限の位置に存在することを検出する位置検出センサを
用いて、前記浮上体が前記上限又は前記下限の位置にあるときの前記ギャップセンサ（31
,32）の出力を読み取るステップと、
　読み取った前記ギャップセンサの出力と、前記上限又は前記下限の位置情報とによって
前記拘束条件を３つ以上設定して前記変換式を構築するステップと、
を含んでいることを特徴とするギャップセンサの校正方法。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記構築ステップでは、前記位置検出センサとして、前記変換式の構築の対象となって
いるギャップセンサ（31,32）以外のギャップセンサ（31,32）を用い、前記位置検出セン
サとしてのギャップセンサ（31,32）の検出値が極大値又は極小値であることに基づいて
、前記浮上体（5）が前記上限又は前記下限の位置に存在することを特定することを特徴
とするギャップセンサの校正方法。
【請求項６】
　請求項４において、
　前記構築ステップでは、前記位置検出センサとして、前記磁気軸受（21,22）に設けら
れた電磁石（71～78）の電流を検出する電流センサ（8）を用い、前記浮上体（5）を前記
軌跡で動かす電圧に、所定の振幅を有した電圧を重畳するとともに、重畳した電圧の振幅
と、前記位置検出センサで検出した電流の振幅との比に基づいて、前記浮上体（5）が前
記上限又は前記下限の位置に存在することを特定することを特徴とするギャップセンサの
校正方法。
【請求項７】
　電磁力によって非接触で浮上体（5）を支持する磁気軸受（21,22）に設けられて、前記
浮上体（5）の位置制御における位置の基準となる基準物と、前記浮上体（5）との間のギ
ャップ（g）を検出するギャップセンサ（31,32）の校正方法において、
　前記ギャップ（g）と前記ギャップセンサ（31,32）の出力信号（v）とを関連づけるた
めの条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、前記ギャ
ップセンサ（31,32）の出力信号（v）を前記ギャップ（g）に変換する変換式を構築する
構築ステップを有し、
　前記構築ステップは、
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　前記浮上体（5）を既知の初期位置に移動させるとともに、既知の力を加えて、既知の
初速度で前記浮上体（5）を動かすステップと、
　前記既知の力と、前記浮上体（5）の位置との関係を示す運動方程式に基づいて、前記
拘束条件を３つ以上設定するステップと、
を含んでいることを特徴とするギャップセンサの校正方法。
【請求項８】
　請求項７において、
　前記構築ステップでは、前記初期位置として前記浮上体の可動範囲における最高位置を
採用し、前記既知の力として重力を用いることを特徴とするギャップセンサの校正方法。
【請求項９】
　請求項７において、
　前記構築ステップでは、前記磁気軸受（21,22）に設けられた電磁石（71～78）の電磁
力を前記既知の力として前記浮上体（5）に加えることを特徴とするギャップセンサの校
正方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ギャップセンサの校正方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電磁力によって非接触で回転軸を支持する磁気軸受では、回転軸の位置制御を行うに際
して、回転軸と磁気軸受との間のギャップを検出する必要がある。そのため、磁気軸受に
は、ギャップのために、いわゆるギャップセンサが設けられるのが一般的である（例えば
特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－２２８０９１公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前記ギャップセンサでは、一般的に、その出力信号の値とギャップ長との間にセンサ毎
に異なる非線形性が存在する。そのため、磁気軸受において、ギャップセンサを用いて回
転軸の位置制御を正確に行うには、例えば、リニアライズ（線形化）回路をギャップセン
サ毎に設けるなどの対策が必要となる。
【０００５】
　しかしながら、そのようなリニアライズ回路を設けると、磁気軸受のコストアップに繋
がるし、リニアライズ回路をギャップセンサ毎に校正する必要がある。このような、リニ
アライズ回路の校正作業は繁雑である。
【０００６】
　本発明は前記の問題に着目してなされたものであり、磁気軸受に設けられたギャップセ
ンサを容易に校正できるようにすることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記の課題を解決するため、第１の態様は、
　電磁力によって非接触で浮上体（5）を支持する磁気軸受（21,22）に設けられて、前記
浮上体（5）の位置制御における位置の基準となる基準物と、前記浮上体（5）との間のギ
ャップ（g）を検出するギャップセンサ（31,32）の校正方法において
　前記ギャップ（g）と前記ギャップセンサ（31,32）の出力を関連づけるための条件であ
る拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、前記ギャップセンサ（
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31,32）の出力を前記ギャップ（g）に変換する変換式を構築する構築ステップを有するこ
とを特徴とするギャップセンサの校正方法である。
【０００８】
　この構成では、磁気軸受（21,22）のギャップセンサ（31,32）の校正において、３つ以
上の拘束条件に基づいて校正が行われる。
【０００９】
　また、第１の態様は、更に、
　前記構築ステップは、
　所定の軌跡で前記浮上体（5）を動かすステップと、
　前記軌跡上の互いに異なる複数の位置において、複数の前記ギャップセンサ（31,32）
のそれぞれから出力信号を読み取る読み取りステップと、
　前記複数のギャップセンサ（31,32）が互いに拘束される、前記ギャップ（g）と前記軌
跡との幾何学的な関係式に、複数の前記ギャップセンサ（31,32）のそれぞれから読み取
った出力信号を適用して前記拘束条件を３つ以上設定し、前記変換式を構築するステップ
と、
を含んでいることを特徴とするギャップセンサの校正方法である。
【００１０】
　この構成では、各ギャップセンサ（31,32）の幾何学的な関係に基づいて、前記拘束条
件が３つ以上設定される。
【００１１】
　また、第２の態様は、第１の態様において、
　前記軌跡は、前記浮上体（5）に接触して支持することで前記浮上体（5）と前記磁気軸
受（21,22）との接触を防止する補助軸受（6,7）に、前記浮上体（5）を接触させた状態
で動かす場合の軌跡であることを特徴とするギャップセンサの校正方法である。
【００１２】
　この構成では、浮上体（5）を正確な軌跡で動かすことができる。
【００１３】
　また、第３の態様は、第１の態様において、
　前記読み取りステップでは、少なくとも、前記浮上体（5）の可動範囲における上限又
は下限の位置において前記ギャップセンサ（31,32）の出力を読み取り、
　前記構築ステップでは、前記上限又は前記下限の位置に基づいて１つの前記拘束条件を
設定して前記変換式を構築することを特徴とするギャップセンサの校正方法である。
【００１４】
　この構成では、前記拘束条件の設定にあたり、前記浮上体（5）の可動範囲における上
限又は下限の位置が用いられる。それにより、この構成では、決定すべき未知パラメータ
（後述）の数を減らすことができる。したがって、この構成では、未知パラメータを求め
るアルゴリズムが簡略化される。
【００１５】
　また、第４の態様は、
　電磁力によって非接触で浮上体（5）を支持する磁気軸受（21,22）に設けられて、前記
浮上体（5）の位置制御における位置の基準となる基準物と、前記浮上体（5）との間のギ
ャップ（g）を検出するギャップセンサ（31,32）の校正方法において、
　前記ギャップ（g）と前記ギャップセンサ（31,32）の出力信号（v）とを関連づけるた
めの条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、前記ギャ
ップセンサ（31,32）の出力信号（v）を前記ギャップ（g）に変換する変換式を構築する
構築ステップを有し、
　前記構築ステップは、
　前記浮上体（5）の可動範囲における上限又は下限の位置を通る軌跡で前記浮上体（5）
を動かすステップと、
　前記浮上体が前記上限又は前記下限の位置に存在することを検出する位置検出センサを
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用いて、前記浮上体が前記上限又は前記下限の位置にあるときの前記ギャップセンサ（31
,32）の出力を読み取るステップと、
　読み取った前記ギャップセンサの出力と、前記上限又は前記下限の位置情報とによって
前記拘束条件を３つ以上設定して前記変換式を構築するステップと、
を含んでいることを特徴とするギャップセンサの校正方法である。
【００１６】
　この構成では、前記拘束条件の設定にあたり、前記浮上体（5）の可動範囲における上
限又は下限の位置が位置検出センサによって検出される。それにより、この構成でも、決
定すべき未知パラメータ（後述）の数を減らすことができる。したがって、この構成では
、未知パラメータを求めるアルゴリズムが簡略化される。
【００１７】
　また、第５の態様は、第４の態様において、
　前記構築ステップでは、前記位置検出センサとして、前記変換式の構築の対象となって
いるギャップセンサ（31,32）以外のギャップセンサ（31,32）を用い、前記位置検出セン
サとしてのギャップセンサ（31,32）の検出値が極大値又は極小値であることに基づいて
、前記浮上体（5）が前記上限又は前記下限の位置に存在することを特定することを特徴
とするギャップセンサの校正方法である。
【００１８】
　この構成では、位置検出センサとして、変換式の構築の対象となっているギャップセン
サ（31,32）以外のギャップセンサ（31,32）が用いられる。
【００１９】
　また、第６の態様は、第４の態様において、
　前記構築ステップでは、前記位置検出センサとして、前記磁気軸受（21,22）に設けら
れた電磁石（71～78）の電流を検出する電流センサ（8）を用い、前記浮上体（5）を前記
軌跡で動かす電圧に、所定の振幅を有した電圧を重畳するとともに、重畳した電圧の振幅
と、前記位置検出センサで検出した電流の振幅との比に基づいて、前記浮上体（5）が前
記上限又は前記下限の位置に存在することを特定することを特徴とするギャップセンサの
校正方法である。
【００２０】
　この構成では、位置検出センサとして、電磁石（71～78）のコイル（65）に流れる電流
を検出する電流センサ（8）が用いられる。
【００２１】
　また、第７の態様は、
　電磁力によって非接触で浮上体（5）を支持する磁気軸受（21,22）に設けられて、前記
浮上体（5）の位置制御における位置の基準となる基準物と、前記浮上体（5）との間のギ
ャップ（g）を検出するギャップセンサ（31,32）の校正方法において、
　前記ギャップ（g）と前記ギャップセンサ（31,32）の出力信号（v）とを関連づけるた
めの条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、前記ギャ
ップセンサ（31,32）の出力信号（v）を前記ギャップ（g）に変換する変換式を構築する
構築ステップを有し、
　前記構築ステップは、
　前記浮上体（5）を既知の初期位置に移動させるとともに、既知の力を加えて、既知の
初速度で前記浮上体（5）を動かすステップと、
　前記既知の力と、前記浮上体（5）の位置との関係を示す運動方程式に基づいて、前記
拘束条件を３つ以上設定するステップと、
を含んでいることを特徴とするギャップセンサの校正方法である。
【００２２】
　この構成では、浮上体（5）に係る運動方程式に基づいて、前記拘束条件が３つ以上設
定される。
【００２３】
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　また、第８の態様は、第７の態様において、
　前記構築ステップでは、前記初期位置として前記浮上体の可動範囲における最高位置を
採用し、前記既知の力として重力を用いることを特徴とするギャップセンサの校正方法で
ある。
【００２４】
　この構成では、浮上体（5）が自由落下する際の運動方程式に基づいて、前記拘束条件
が３つ以上設定される。
【００２５】
　また、第９の態様は、第７の態様において、
　前記構築ステップでは、前記磁気軸受（21,22）に設けられた電磁石（71～78）の電磁
力を前記既知の力として前記浮上体（5）に加えることを特徴とするギャップセンサの校
正方法である。
【００２６】
　この構成では、浮上体（5）に作用する電磁力に基づく運動方程式が用いられて、前記
拘束条件が３つ以上設定される。
【発明の効果】
【００２７】
　第１の態様によれば、磁気軸受に設けられたギャップセンサを容易に校正することが可
能になる。
【００２８】
　また、第１の態様によれば、ギャップセンサの幾何学的な関係に基づいて、磁気軸受に
設けられたギャップセンサを容易に校正することが可能になる。
【００２９】
　また、第２の態様によれば、浮上体を正確に動かすことができるので、磁気軸受に設け
られたギャップセンサを容易かつ精度よく校正することが可能になる。
【００３０】
　また、第３～第５の態様によれば、未知パラメータを求めるアルゴリズムが簡略化され
るので、磁気軸受に設けられたギャップセンサを容易に校正することが可能になる。
【００３１】
　また、第７～第９の態様によれば、浮上体（5）に係る運動方程式に基づいて、磁気軸
受に設けられたギャップセンサを容易に校正することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】図１は、実施形態１に係る圧縮機の構成例を示す。
【図２】図２は、ラジアル磁気軸受の構成例を示す横断面図である。
【図３】図３は、ラジアル磁気軸受の構成例を示す縦断面図である。
【図４】図４は、スラスト磁気軸受の構成例を示す平面図である。
【図５】図５は、スラスト磁気軸受の構成例を示す縦断面図である。
【図６】図６は、ラジアル磁気軸受における、位置制御の概念を示す。
【図７】図７は、回転軸（すなわち浮上体）の軸部の位置と、各ギャップセンサとの位置
関係を示す。
【図８】図８は、回転軸（すなわち浮上体）が基準位置にあるときのその外周と、ギャッ
プセンサ軸との交点へ、浮上体の位置ベクトルを平行移動させた図である。
【図９】図９は、２つのギャップセンサの位置関係（幾何学的な関係）を示す。
【図１０】図１０は、実施形態１における校正手順をフローチャートで示す。
【図１１】図１１は、実施形態２における校正手順をフローチャートで示す。
【図１２】図１２は、実施形態３における校正手順をフローチャートで示す。
【図１３】図１３は、実施形態４における校正手順をフローチャートで示す。
【図１４】図１４は、実施形態５における校正手順をフローチャートで示す。
【発明を実施するための形態】
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【００３３】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。なお、以下の実施形態
は、本質的に好ましい例示であって、本発明、その適用物、あるいはその用途の範囲を制
限することを意図するものではない。
【００３４】
　《発明の実施形態１》
　以下では、まず始めに、圧縮機に設けられた磁気軸受装置について説明し、その後、本
発明に係る実施形態として、当該磁気軸受装置に設けられたギャップセンサの校正につい
て説明する。なお、以下の説明において、「ギャップセンサの校正」とは、ギャップセン
サの出力をギャップ（後述）に変換する変換式を構築することをいう（以下、他の実施形
態でも同様）。
【００３５】
　〈圧縮機の構成〉
　図１は、実施形態１に係る圧縮機（1）の構成例を示す。この圧縮機（1）は、いわゆる
ターボ圧縮機である。図１に示すように、圧縮機（1）は、ケーシング（2）、圧縮機構（
3）、電動機（4）、回転軸（5）、ラジアルタッチダウン軸受（6）、スラストタッチダウ
ン軸受（7）、及び磁気軸受装置（10）を備えている。
【００３６】
　－圧縮機構等－
　ケーシング（2）は、両端が閉塞された円筒状に形成されている。ケーシング（2）は、
円筒軸線が水平向きとなるように配置されている。ケーシング（2）内の空間は、壁部（2
a）によって区画されている。ケーシング（2）では、壁部（2a）よりも右側の空間が圧縮
機構（3）を収容する圧縮機構室（S1）を構成している。また、ケーシング（2）では、壁
部（2a）よりも左側の空間が電動機（4）を収容する電動機室（S2）を構成している。そ
して、ケーシング（2）内を軸方向に延びる回転軸（5）が圧縮機構（3）と電動機（4）と
を連結している。回転軸（5）は、浮上体の一例である。なお、以下の説明では、回転軸
（5）を浮上体（5）と記載する場合もある。
【００３７】
　圧縮機構（3）は、流体（この例では冷媒）を圧縮するように構成されている。この例
では、圧縮機構（3）は、羽根車（3a）と、インレットガイドベーン（3b）とを備えてい
る。羽根車（3a）は、複数の羽根によって外形が略円錐形状となるように形成されている
。この羽根車（3a）は、回転軸（5）の一端に固定されている。また、インレットガイド
ベーン（3b）は、前記流体の吸入量の制御を行う弁である。インレットガイドベーン（3b
）は、流体（冷媒）の吸入口に設けられている。
【００３８】
　電動機（4）は、回転軸（5）を回転駆動するように構成されている。電動機（4）は、
例えば、ＩＰＭモータ（Interior Permanent Magnet Motor）によって構成される。より
具体的には、電動機（4）は、固定子（4a）と回転子（4b）とを備えている。固定子（4a
）は、円筒状に形成されてケーシング（2）内に固定されている。この固定子（4a）には
、回転磁界を発生させるコイル（4c）が設けられている。また、回転子（4b）は、円柱状
に形成され、固定子（4a）の内周に回転可能に設置されている。回転子（4b）には、複数
の永久磁石（図示を省略）が設けられ、それぞれの永久磁石は、回転子（4b）を軸方向に
貫通している。これらの永久磁石には、例えば、焼結磁石が用いられる。また、回転子（
4b）の中心部には、軸孔が形成されている。その軸孔には、回転軸（5）が固定され、回
転子（4b）の軸心と回転軸（5）の軸心とは同軸上に存在する。
【００３９】
　－タッチダウン軸受－
　この圧縮機（1）には、ラジアルタッチダウン軸受（6）、及びスラストタッチダウン軸
受（7）の２種類のタッチダウン軸受が設けられている。ラジアルタッチダウン軸受（6）
、及びスラストタッチダウン軸受（7）は、磁気軸受装置（10）が非通電であるとき（す
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なわち、回転軸（5）が浮上していないとき）に、回転軸（5）を支持するように構成され
ている。例えば、ラジアルタッチダウン軸受（6）は、回転軸（5）に接触してそれを支持
することで、回転軸（5）と磁気軸受装置（10）との接触（より正確には、回転軸（5）と
後述のラジアル磁気軸受（21）が備える磁気軸受コア（61）との接触）を防止する。すな
わち、ラジアルタッチダウン軸受（6）は、補助軸受の一例である。同様に、スラストタ
ッチダウン軸受（7）は、磁気軸受装置（10）が非通電であるときに、回転軸（5）に接触
してそれを支持することで、回転軸（5）と、磁気軸受装置（10）（より正確には、後述
のスラスト磁気軸受（22）が備える磁気軸受コア（61））との接触を防止する。すなわち
、スラストタッチダウン軸受（7）も、補助軸受の一例である。
【００４０】
　－磁気軸受装置－
　磁気軸受装置（10）は、１つまたは複数（この例では、３つ）の磁気軸受を備えている
。具体的に、本実施形態における磁気軸受装置（10）は、２つのラジアル磁気軸受（21）
と、１つのスラスト磁気軸受（22）とを備えている。また、磁気軸受装置（10）は、１つ
又は複数（この例では、１０個）のギャップセンサ（31,32）、及び制御器（40）も備え
ている。
【００４１】
　この磁気軸受装置（10）が備える磁気軸受（21,22）は、複数の電磁石を有している。
各磁気軸受（21,22）は、各電磁石の合成電磁力（F）によって被支持体（回転軸（5）の
軸部や円盤部（5a））を非接触に支持するように構成されている。これらの磁気軸受（21
,22）では、電磁石に流れる電流を制御することによって、それらの電磁石による合成電
磁力（F）を制御すれば、被支持体の位置を制御することができる。そのため、磁気軸受
装置（10）には、制御器（40）によって制御される、電磁石用の電源（図示は省略）が接
続される。以下では、ラジアル磁気軸受（21）、スラスト磁気軸受（22）のそれぞれにつ
いて詳しく説明する。
【００４２】
　－ラジアル磁気軸受－
　図２は、ラジアル磁気軸受（21）の構成例を示す横断面図である。なお、横断面図とは
、回転軸（5）の軸心に直交する断面を意味している（以下、同様）。また、図３は、ラ
ジアル磁気軸受（21）の構成例を示す縦断面図である。ここで、縦断面図とは、回転軸（
5）の軸心に平行な断面を意味している（以下、同様）。このラジアル磁気軸受（21）は
、ヘテロポーラ型のラジアル磁気軸受であり、それぞれ２つの電磁石（71～78）によって
構成された第１～第４電磁石群（51～54）を４組備えている。
【００４３】
　この例では、ラジアル磁気軸受（21）は、磁気軸受コア（61）、及び８つのコイル（65
）を備えている。磁気軸受コア（61）は、例えば、複数の電磁鋼板が積層されて構成され
る。磁気軸受コア（61）は、バックヨーク（62）と８つのティース（63）とを有している
。バックヨーク（62）は、円筒状に形成されている。８つのティース（63）は、バックヨ
ーク（62）の内周面に沿うように所定間隔（この例では、４５°間隔）で周方向にそれぞ
れ配列されている。これらのティース（63）は、それぞれがバックヨーク（62）の内周面
から径方向内方へ向けて突出し、それぞれの内周面（突端面）が、回転軸（5）の被支持
部（軸部）の外周面と所定のギャップを隔てて対向する。
【００４４】
　８つのコイル（65）は、磁気軸受コア（61）の８つのティース（63）に、被覆導線がそ
れぞれ巻回されることによって形成されている。これにより、ラジアル磁気軸受（21）に
は、８つの電磁石（以下、第１～第８電磁石（71～78）とする）が形成されている。具体
的には、第１電磁石（71）、第２電磁石（72）、第７電磁石（77）、第８電磁石（78）、
第３電磁石（73）、第４電磁石（74）、第５電磁石（75）、及び第６電磁石（76）が図２
における時計回り方向に、この順に配列されている。
【００４５】
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　ラジアル磁気軸受（21）では、これらの第１～第８電磁石（71～78）によって、回転軸
（5）の被支持部（軸部）を吸引するように電磁力を発生させる。詳しくは、このラジア
ル磁気軸受（21）では、第１～第８電磁石（71～78）が、２つの電磁石を１単位として磁
束を形成するようになっている。ここでは、第１電磁石（71）と第２電磁石（72）の組を
第１電磁石群（51）、第７電磁石（77）と第８電磁石（78）の組を第４電磁石群（54）、
第３電磁石（73）と第４電磁石（74）の組を第２電磁石群（52）、第５電磁石（75）と第
６電磁石（76）の組を第３電磁石群（53））と、それぞれ、呼ぶことにする。ラジアル磁
気軸受（21）では、第１～第４電磁石群（51～54）の各単位で磁束を形成する。図２に、
第４電磁石群（54）の磁束を例示する。図２に示した磁束から分かるように、それぞれの
電磁石群を１つの電磁石と見なしても全く差し支えはない。なお、このような磁束は、具
体的には、第１～第８電磁石（71～78）のそれぞれを構成するコイル（65）の巻回方向及
び各コイル（65）に流れる電流の向きを適宜定めることで実現できる。
【００４６】
　また、このラジアル磁気軸受（21）では、図２から分かるように、第１および第２電磁
石群（51,52）は、回転軸（5）の被支持部（軸部）を挟んで互いに対向し、第１および第
２電磁石群（51,52）の合成電磁力（F）によって回転軸（5）の被支持部を非接触に支持
するように構成されている。また、第３および第４電磁石群（53,54）も、回転軸（5）の
被支持部（軸部）を挟んで互いに対向し、第３および第４電磁石群（53,54）の合成電磁
力（F）によって回転軸（5）の被支持部を非接触に支持するように構成されている。なお
、第３および第４電磁石群（53,54）の対向方向（図２では、右肩下がり方向）は、平面
視において、第１および第２電磁石群（51,52）の対向方向（図２では、右肩上がり方向
）と直交している。
【００４７】
　－スラスト磁気軸受－
　図４は、スラスト磁気軸受（22）の構成例を示す平面図である。また、図５は、スラス
ト磁気軸受（22）の構成例を示す縦断面図である。図４、及び図５に示すように、スラス
ト磁気軸受（22）は、第１電磁石（71）及び第２電磁石（72）を有している。また、本実
施形態の回転軸（5）には、その他端部（羽根車（3a）が固定された一端部とは反対側の
端部）に円盤状の部分（以下、円盤部（5a）という）がある。円盤部（5a）は、スラスト
磁気軸受（22）の電磁力が作用する部分である。すなわち、円盤部（5a）は、回転軸（5
）の被支持部である。そして、スラスト磁気軸受（22）では、第１電磁石（71）と第２電
磁石（72）とは、回転軸（5）の被支持部である円盤部（5a）を挟んで互いに対向し、第
１及び電磁石（71,72）の合成電磁力（F）により回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a）
）を非接触に支持する。以下、スラスト磁気軸受（22）の具体的な構成を説明する。
【００４８】
　本実施形態のスラスト磁気軸受（22）は、具体的には、２つの磁気軸受コア（61）と、
２つのコイル（65）とを備えている。２つの磁気軸受コア（61）は、それぞれが円環状に
形成されている。磁気軸受コア（61）は、回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a））の軸
方向両側に所定のギャップを隔てて配置されている。また、磁気軸受コア（61）の端面に
は、円周溝が全周に亘って形成されている。２つのコイル（65）は、２つの磁気軸受コア
（61）の円周溝にそれぞれ収容されている。これにより、スラスト磁気軸受（22）では、
２つの電磁石（以下、第１及び電磁石（71,72）とする）が構成されている。
【００４９】
　このように第１及び電磁石（71,72）が構成されたスラスト磁気軸受（22）では、第１
及び電磁石（71,72）のそれぞれのコイル（65）に流れる電流を制御することにより、こ
れらの電磁石（71,72）の合成電磁力（F）を制御できる。第１及び電磁石（71,72）合成
電磁力（F）を制御できれば、第１及び電磁石（71,72）の対向方向（すなわち、回転軸（
5）の軸方向であり、図５では、左右方向）における回転軸（5）の被支持部（円盤部（5a
））の位置を制御することができる。なお、本実施形態では、コイル（65）の巻回方向お
よびコイル（65）に流れる電流の向きは、図５に示した矢印の方向に磁束が発生するよう
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に設定されている。
【００５０】
　－ギャップセンサ－
　この圧縮機（1）には、図１に示すように、ラジアルギャップセンサ（31）とスラスト
ギャップセンサ（32）の２種類の変位センサが設けられている。この例では、ラジアルギ
ャップセンサ（31）、及びスラストギャップセンサ（32）は、何れも渦電流式の変位セン
サである。各ギャップセンサ（31,32）は、回転軸（5）の被支持部とタッチダウン軸受（
6,7）との間のギャップ（g）を検出するように構成されている。例えば、後に詳述するよ
うに、ラジアルギャップセンサ（31）は、被支持体（この例では、回転軸（5）の被支持
部である軸部）を挟んで互いに対向する電磁石群の対（例えば、第１および第２電磁石群
（51,52）の組）に対応して設けられている。
【００５１】
　－ラジアルギャップセンサ（31）－
　この例では、ラジアルギャップセンサ（31）は、各ラジアル磁気軸受（21）に４つずつ
設けられている。つまり、圧縮機（1）には、８つのラジアルギャップセンサ（31）が設
けられている。これらのラジアルギャップセンサ（31）は、ラジアルタッチダウン軸受（
6）と、回転軸（5）の被支持部（軸部）とのギャップ（g）を検出するものである。この
ラジアルタッチダウン軸受（6）は、浮上体（5）の位置制御（後述の浮上制御と同義）に
おける位置の基準となる基準物である。この例では、各ラジアル磁気軸受（21）では、互
いに対向する２つのラジアルギャップセンサ（31）が、回転軸（5）を挟んで互いに対向
位置（詳しくは対称位置）に配置されている。この配置により、これらの２つのラジアル
ギャップセンサ（31）は、第１電磁石群（51）と第２電磁石群（52）の対向方向（以下、
Ｘ方向）のギャップ（g）をそれぞれ検出する。ここで、Ｘ方向は、ラジアル磁気軸受（2
1）の径方向であって、図２では、右肩上がり方向である。また、残りの２つのラジアル
ギャップセンサ（31）も回転軸（5）を挟んで互いに対向位置（詳しくは対称位置）に配
置されている。これらの２つのラジアルギャップセンサ（31）は、第３電磁石群（53）と
第４電磁石群（54）の対向方向（すなわち、Ｘ方向と直交する径方向（以下、Ｙ方向と呼
ぶ）であり、図２では、右肩下がり方向）におけるギャップ（g）をそれぞれ検出する。
【００５２】
　－スラストギャップセンサ（32）－
　圧縮機（1）には、２つのスラストギャップセンサ（32）が設けられている。これらの
スラストギャップセンサ（32）は、スラストタッチダウン軸受（7）と、円盤部（5a）の
表面とのギャップ（g）を検出する。このスラストタッチダウン軸受（7）は、浮上体（5
）の位置制御（後述の浮上制御と同義）における位置の基準となる基準物である。該ギャ
ップ（g）を検出するため、これらのスラストギャップセンサ（32）は、この例では、ス
ラスト磁気軸受（22）における、第１及び電磁石（71,72）の対向方向（すなわち、回転
軸（5）における軸方向（以下、Ｚ方向と呼ぶ）であり、図５では、左右方向）にギャッ
プセンサ軸（後述）が向くように配置されている。より詳しくは、これらのスラストギャ
ップセンサ（32）は、回転軸（5）の円盤部（5a）（被支持部）の一方の面（すなわち同
一の面）に面して配置されている。また、これらのスラストギャップセンサ（32）同士は
、回転軸（5）を挟んで対称となるように配置されている。
【００５３】
　－制御器－
　制御器（40）は、マイクロコンピュータと、それを動作させるためのソフトウエアを格
納したメモリディバイス等を用いて構成されている。この制御器（40）は、被支持体（こ
の例では、回転軸（5）の被支持部）が非接触に支持されるように、１つまたは複数の磁
気軸受（21,22）を制御する。より具体的は、制御器（40）は、各磁気軸受（21,22）の電
磁力を制御することによって、回転軸（5）の位置の制御（以下、浮上制御という）を行
う。この浮上制御を実現するため、本実施形態の制御器（40）は、２つのラジアル磁気軸
受（21）の浮上制御を行うラジアル制御部（41）と、スラスト磁気軸受（22）の浮上制御
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を行うスラスト制御部（42）とを含んでいる。
【００５４】
　なお、浮上制御を行うには、第１～第８電磁石（71～78）の各コイル（65）に流れる電
流の大きさを把握する必要がある。そのため、磁気軸受装置（10）には、ラジアル磁気軸
受（21）、及びスラスト磁気軸受（22）のそれぞれが備えているコイル（65）に流れる電
流の大きさを検出する電流センサ（8）が設けられている（図１参照）。
【００５５】
　－ラジアル制御部（41）－
　ラジアル制御部（41）は、X方向及びY方向のそれぞれにおける回転軸（5）の浮上制御
を行う。具体的に、ラジアル制御部（41）は、浮上制御において、X方向及びY方向の各方
向について、回転軸（5）とラジアルタッチダウン軸受（6）とのギャップ（g）と、予め
定められた指令値（g*）との差分値（e）がゼロに収束するように、第１～第４電磁石群
（51～54）を構成するそれぞれのコイル（65）に電流（制御電流（id））を流す。本実施
形態の磁気軸受装置（10）では、各コイル（65）に流した電流は、電流センサ（8）によ
って検出できる。
【００５６】
　この浮上制御に際しては、回転軸（5）（軸部）におけるギャップ（g）を求める必要が
ある。具体的に、ギャップ（g）を求めるには、ラジアルギャップセンサ（31）の出力信
号（例えば電圧や電流）をギャップ（g）に変換する必要がある。ところが、ラジアルギ
ャップセンサ（31）の出力信号（以下、出力信号（v）とする）の大きさと、ギャップ（g
）との間には、一般的には非線形の関係があるので、ラジアルギャップセンサ（31）の出
力信号に対して何らかの処理を行わないと正確なギャップ（g）を求めることができない
。そこで、本実施形態では、予めギャップセンサの出力信号（v）をギャップ（g）に変換
する変換式を求めておいて、浮上制御の際にその変換式を用いてギャップ（g）を求めて
いる。なお、一般的に、ギャップセンサ（31,32）から出力されたばかりの信号は、増幅
器（後述の図６におけるセンサアンプ参照）で増幅された後に浮上制御に利用されるが、
本明細書では、増幅器で増幅された後の信号を、ギャップセンサ（31,32）の「出力信号
（v）」と呼ぶことにする。
【００５７】
　図６に、ラジアル磁気軸受（21）における、位置制御の概念を示す。同図に示すように
、本実施形態では、ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（v）は、所定の変換式に
よって変換され、その変換結果が浮上制御においてギャップ（g）として取り扱われる。
このような変換式は、非線形性を有する式となる。例えば、ラジアルギャップセンサ（31
）の出力信号（v）の大きさと、ギャップ（g）との関係は、２次式で近似することができ
る場合がある。
【００５８】
　また、前記の非線形性は、ラジアルギャップセンサ（31）毎に異なっている。すなわち
、ラジアルギャップセンサ（31）における出力信号（v）の大きさとギャップ（g）との関
係には個体差がある。そのため、例えば、全てのラジアルギャップセンサ（31）に共通の
前記変換式を用いてギャップ（g）を求めると、回転軸（5）の正確な位置を把握できず、
正確な浮上制御を行えない。そこで、本実施形態では、ラジアルギャップセンサ（31）毎
に、前記変換式の構築（すなわち「ギャップセンサの校正」の実施）を行っている。この
校正の原理や手順については後に詳述する。
【００５９】
　－スラスト制御部（42）－
　スラスト制御部（42）は、Z方向における回転軸（5）の浮上制御を行う。具体的に、ス
ラスト制御部（42）は、浮上制御において、Z方向について、回転軸（5）とスラストギャ
ップセンサ（32）とのギャップ（g）と、予め定められた指令値（g*）との差分値（e）が
ゼロに収束するように、第１及び電磁石（71,72）を構成するそれぞれのコイル（65）に
電流（制御電流（id））を流す。第１及び電磁石（71,72）の各コイル（65）に流した電
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流の大きさは、電流センサ（8）によって検出できる。
【００６０】
　スラスト磁気軸受（22）においても浮上制御に際して、回転軸（5）におけるギャップ
（g）を求める必要がある。すなわち、スラスト磁気軸受（22）用のスラストギャップセ
ンサ（32）でも、出力信号（例えば電圧や電流）をギャップ（g）に変換する必要がある
。スラストギャップセンサ（32）の出力信号（ここでも出力信号（v）とする）の大きさ
と、ギャップ（g）との間にも、ラジアルギャップセンサ（31）の場合と同様に、非線形
の関係がある。例えば、スラストギャップセンサ（32）の出力信号（v）の大きさと、ギ
ャップ（g）との関係も２次式で近似することができる場合がある。
【００６１】
　また、前記の非線形性は、スラストギャップセンサ（32）毎に異なっている。すなわち
、スラストギャップセンサ（32）における出力信号（v）の大きさとギャップ（g）の関係
には個体差がある。そのため、例えば、全てのラジアルギャップセンサ（31）に共通の前
記変換式を用いてギャップ（g）を求めると、回転軸（5）（より具体的には円盤部（5a）
）の正確な位置を把握できず、正確な浮上制御を行えない。そこで、本実施形態では、予
めスラストギャップセンサ（32）の出力信号（v）をギャップ（g）に変換する変換式を構
築（すなわち「ギャップセンサの校正」を実施）しておいて、浮上制御の際にその変換式
を用いてギャップ（g）を求めている。
【００６２】
　〈ギャップセンサの校正〉
　－概要－
　以下では、代表でラジアルギャップセンサ（31）の校正の方法を説明する。本実施形態
では、ラジアルギャップセンサ（31）におけるギャップ（g）と、ラジアルギャップセン
サ（31）の出力信号（v）とを関連づけるための条件である拘束条件を３つ以上設定する
。そして、これらの拘束条件を用いて、ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（v）
をギャップ（g）に変換する変換式を構築する。より詳しくは、まず、本実施形態では、
所定の軌跡で回転軸（5）（以下、浮上体（5）とも呼ぶ）の軸部を動かす。また、軸部を
動かしている最中には、複数のラジアルギャップセンサ（31）が互いに拘束される、前記
ギャップ（g）と前記軌跡との幾何学的な関係式に、複数のラジアルギャップセンサ（31
）のそれぞれから読み取った出力信号（v）の値を適用して前記拘束条件（具体的には後
述の式(8’)）を３つ以上設定する。そして、最終的には、それらの拘束条件を用いて前
記変換式を構築する。
【００６３】
　－校正の原理－
　以下では、２つのラジアルギャップセンサ（31）を同時に校正する例を用いて、校正の
原理を説明する。なお、以下では、説明の便宜のため、一方のラジアルギャップセンサ（
31）をギャップセンサ（i）と呼び、もう一方のラジアルギャップセンサ（31）をギャッ
プセンサ（j）と呼ぶことにする。また、これらのギャップセンサ（i,j）からの出力信号
（ここでは電圧を検出するものとする）を、それぞれ、出力信号（vi）、出力信号（vj）
とし、ギャップセンサ（i）、ギャップセンサ（j）のそれぞれに対応するギャップ（g）
の検出値（前記変換式で求めた値の意味である）を、それぞれ、ギャップ検出値（gi^）
、ギャップ検出値（gj^）とする。
【００６４】
　また、本実施形態では、これらの出力信号（vi,vj）からギャップ検出値（gi^,gj^）へ
の変換式は、以下の式(1’)及び式(2’)のように定義されたものする。すなわち、本実施
形態では、ラジアルギャップセンサ（31）の非線形性を２次式で近似しているのである（
式(1’)及び式(2’)を参照）。
【００６５】
　　gi^ = fi(pi,vi)　・・・・・・・・・（１）
　　　　= ai×vi

2 + bi×vi + ci　 ・・・(1’)
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　　gj^ = fj(pj,vj)　・・・・・・・・・(2)
　　　　= aj×vj

2 + bj×vj + cj　 ・・・（２’）
　ただし、式(1)におけるfi（pi,vi）や、式（2）におけるfj（pj,vj）は、変換式の関数
の構造である。また、pi=(ai,bi,ci)やpj=(aj,bj,cj)は、変換式においては定数である。
pi=(ai,bi,ci)やpj=(aj,bj,cj)は、ギャップセンサ（i,j）の「校正」によって決定され
るべきパラメータ（以下、未知パラメータという）である。
【００６６】
　図７に、回転軸（5）（すなわち浮上体）の軸部の位置と、各ギャップセンサ（i,j）と
の位置関係を示す。ここで浮上体（5）の基準位置（ｘ＝ｙ＝０）とは、浮上体（5）の軸
心が、ラジアルタッチダウン軸受（6）の軸心（中心）に位置していることを意味するも
のとする。また、「ギャップ基準長」とは、浮上体（5）が所定の基準位置にあるときの
ギャップ（g）を意味している。本実施形態の「基準位置」は、回転軸（5）の軸心とラジ
アルタッチダウン軸受（6）の軸心が一致する位置である。勿論、「基準位置」は、この
例には限定されない。「基準位置」は、何らかの既知の位置（座標）であれば良く、その
位置の座標をｘ＝ｙ＝０と定めればよい。
【００６７】
　図８は、浮上体（5）が基準位置にあるときのその外周と、ギャップセンサ軸との交点
へ、浮上体（5）の位置ベクトルを平行移動させた図である。一般的にギャップセンサ（3
1,32）には、ギャップの検出感度に関して指向性がある。ここでは、該検出感度の指向性
が最大となる方向に平行で、かつギャップセンサ（31,32）においてターゲットに向き合
う面の中心を通る直線を「ギャップセンサ軸」と定義する。また、一般的に浮上体（5）
の直径は、ギャップ（g）に比べて十分大きい。そのため、近似的には、図８のように、
浮上体（5）が基準位置にある時の該浮上体（5）の外周と、ギャップセンサ軸との交点へ
、浮上体（5）の位置ベクトルを平行移動させた後に、浮上体（5）の位置ベクトルをギャ
ップセンサ軸へ射影したベクトルが、ギャップ基準長との差（変化ベクトル）である。ま
た、図９には、２つのギャップセンサ（i,j）の位置関係（すなわち、幾何学的な関係）
を示す。ここでは、図９に示すように、ギャップセンサ（i）は、Ｘ軸方向のギャップ（g
）を検出するように設置されている。また、ギャップセンサ（j）は、ギャップセンサ（i
）に対して、Ｚ軸（Ｘ軸及びＹ軸に直交する軸）を中心として、Ｘ軸から角度θだけ回転
した位置に設置されている。
【００６８】
　ラジアル磁気軸受（21）において浮上体（5）が移動する際の軌跡は、所定の媒介変数
（s）を用いて表現することができる。例えば、浮上体（5）をラジアルタッチダウン軸受
（6）の内周に沿わせた公転運動をさせると、浮上体（5）の軌跡は、図９に示すように円
周となる。その円周上の位置（座標）は、Ｘ軸からの角度を媒介変数（s）として表現で
きる。したがって、ギャップセンサ（i）における実際のギャップ（gi）、ギャップセン
サ（j）における実際のギャップ（gj）、及び浮上体（5）の中心（ここでは軸心）の軌跡
（x(s),y(s)）との間の幾何学的な関係は、以下の式のように示すことができる。
【００６９】
　　gi = g0i - ei

T[x(s) y(s)]T　・・・・・・・・・(3)
　　　　= g0i - [1 0][cos(s) sin(s)]

T

　　　　= g0i - cos(s)　・・・・・・・・・・・・(3’)
　　gj = g0j - ej

T[x(s) y(s)]T　・・・・・・・・・(4)
　　　　= g0j - [cosθ sinθ][cos(s) sin(s)]T 
　　　　= g0j - cos(s)cosθ - sin(s)sinθ　・・・(4’)
　ただし、これらの式において、Ｔは、転置行列を意味する。また、これらの式において
、g0iは、ギャップセンサ（i）におけるギャップ基準長である。同様に、g0jは、ギャッ
プセンサ（i）におけるギャップ基準長である。また、eiは、図９の座標系における原点
からギャップセンサ（i）の方向へ向かう単位ベクトルである（図８、図９参照）。また
、ejは、図９の座標系における原点からギャップセンサ（j）の方向へ向かう単位ベクト
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ルである。ここで、各ギャップセンサ（i,j）のギャップ検出値（gi^,gj^）がギャップ（
gi,gj）と一致するもの（すなわちgi^=gi, gj^=gj）として、式(1)～式(4)をまとめると
、以下の式(5)のようになる。
【００７０】
【数１】

【００７１】
　特に、本実施形態では、浮上体（5）の軌跡が円周であることから、式(5)は以下のよう
に書き換えることができる。
【００７２】
【数２】

【００７３】
　ここで、式(5’)から媒介変数（s）を消去する。具体的には、まず、式(5’)において
、cos(s)とsin(s)について解くと、以下の式(6’)を得る。
【００７４】
【数３】

【００７５】
　そして、式(6’)に対して、cos2(s)+sin2(s)=1を用いて媒介変数（s）を消去すると、
以下のような方程式を得ることができる。
【００７６】
　　　h(ai,bi,ci,aj,bj,cj,vi(t),vj(t))=0　・・・・・・・(7’)
　この方程式の左辺は、未知パラメータai,bi,ci,aj,bj,cjについての６元２次多項式で
ある。各項の定数は、時々刻々のギャップセンサ（i,j）からの出力信号vi(t),vj(t)によ
って決定される数値、又は、時間に明示的に依存しない数値である。なお、より一般には
、以下のような方程式（式(7)）を得ることができる。この方程式の左辺は、多項式展開
することも可能である。
【００７７】
　　　h(pi,pj,vi(t),vj(t))=0　・・・・・・・(7)
　以上のように、ギャップセンサ（i,j）の出力信号（vi,vj）をギャップ（g）に変換す
る変換式の構造と、ギャップセンサ（i,j）の配置と、浮上体（5）の軌跡とが決定されれ
ば、式(7)の各定数とギャップセンサ（i,j）の出力信号（vi,vj）との関係も決まる。本
実施形態では、浮上体（5）の位置が互いに異なる複数の時刻t1,…,tk,…, tNにおいて、
ギャップセンサ（i,j）の出力信号（vi,vj）を取得することによって、以下のような連立
方程式（式(8’)）を得ている。この連立方程式を解けば、式(7)の各定数とギャップセン
サ（i,j）の出力信号（vi,vj）との関係を定めることができる。なお、これらの連立方程
式を解くには、独立な方程式の数が、未知パラメータの数以上あればよい。
【００７８】
　　h(ai,bi,ci,aj,bj,cj,vi(t1),vj(t1))=0
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　　　　　　　・・・
　　h(ai,bi,ci,aj,bj,cj,vi(tk),vj(tk))=0
　　　　　　　・・・
　　h(ai,bi,ci,aj,bj,cj,vi(tN),vj(tN))=0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・(8’)
　これらの連立方程式を解くには、式(8’)の左辺を並べたN次元ベクトルのノルムを評価
指標として、例えば、遺伝的アルゴリズムなどの最適化アルゴリズムを用いることが考え
られる。具体的には、このノルムがゼロに近づくように、未知パラメータを探索的に決定
することで該未知パラメータを特定するのである。この校正の原理は、勿論、スラストギ
ャップセンサ（32）の校正にも適用できる。
【００７９】
　なお、連立方程式を解く方法は、遺伝的アルゴリズムには限定されない。例えば、方程
式の形式に応じて、例えば、最急降下法やモンテカルロ法など種々の方法を適用できる。
また、変換式の定義（ここでは、非線形性を近似するために用いる数式を決定すること意
味する）や浮上体（5）の動かし方を、複数通り用意しておいて、それぞれに応じて式(7)
の各定数と、ギャップセンサ（i,j）の出力信号（vi,vj）との関係を求めるようにしても
よい。
【００８０】
　－本実施形態における校正手順－
　以上の校正の原理に基づく実際の校正手順を、ラジアルギャップセンサ（31）を例にし
て説明する。この校正手順は、例えば、別途用意したパーソナルコンピュータ（以下、説
明の便宜のため校正装置とよぶ）等に組み込んだプログラムとして、その一部乃至全部を
実現できる。図１０に、実施形態１における校正手順をフローチャートで示す。なお、以
下では、２つのラジアルギャップセンサ（31）を校正する例であり、手順の説明に際して
、必要に応じて、出力信号等に従前の〈校正の原理〉の説明で用いた符号（例えばvi等）
を付す。
【００８１】
　前記フローチャートにおけるステップ（St11）では、所定の軌跡で回転軸（5）（浮上
体）を動かす。具体的には、前記校正装置から制御器（40）（詳しくはラジアル制御部（
41））に所定の信号を送ることで、ラジアル磁気軸受（21）の各電磁石群（51～54）によ
って回転軸（5）をラジアルタッチダウン軸受（6）に押し付け、更に回転軸（5）を押し
付ける方向を徐々に変化させる。これにより、回転軸（5）の軸部の外周面とラジアルタ
ッチダウン軸受（6）の内周面とが接触しつつ、その接触位置を変えながら回転軸（5）が
移動する。具体的には、本実施形態では、回転軸（5）の中心の軌跡が、ラジアルタッチ
ダウン軸受（6）の中心をその中心とする円周となるように、前記接触位置を変化させて
いる。
【００８２】
　ステップ（St12）では、前記校正装置は、少なくとも一つの校正対象のラジアルギャッ
プセンサ（31）を含む、複数のギャップセンサの組み合わせを決定し、これらラジアルギ
ャップセンサ（31）の出力信号（v）の計測を開始する。ギャップセンサの組み合わせに
は特に限定はない。例えば、Ｘ方向用の一方のラジアルギャップセンサ（31）と、Ｙ方向
用の一方のラジアルギャップセンサ（31）との組み合わせを採用することが考えられる。
このようにして選択されたラジアルギャップセンサ（31）のうちの少なくとも１つが「校
正」の対象、すなわち変換式の構築の対象である。
【００８３】
　ステップ（St13）では、ステップ（St12）で選択した各ラジアルギャップセンサ（31）
について、所定の時刻(t)における出力信号vi(t)、及び出力信号vj(t)を取得する。なお
、これらの変数の後ろに付与されている「（t）」は、それぞれの変数の値が時刻tにおけ
る値であることを示している（以下、他の実施形態についても同様）。そして、ステップ
（St14）では、ステップ（St13）において取得した出力信号（vi(t),vj(t)）を用いて、
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１つの連立方程式（式(8’)参照）の定数を決定する。すなわち、方程式を１つ構築する
。ステップ（St15）では、前記連立方程式（式(7’)参照）を解くことができるだけの式
（方程式）を構築できたか否かを確認する。例えば、必要数の方程式を構築できていない
場合にはステップ（St13）に戻り、更に方程式を構築する。このとき、ステップ（St13）
では、従前のステップ（St13）の実行時とは相異なる回転軸（5）の位置（具体的には相
異なる時刻）において、ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi(t),vj(t)）を取
得する。
【００８４】
　一方、前記連立方程式（式(7’)参照）を解くことができるだけの数の方程式を構築で
きたとステップ（St15）で判断した場合には、ステップ（St16）の処理を行う。ステップ
（St16）では、得られた連立方程式の左辺値のノルムを最小化するように、例えば遺伝的
アルゴリズムを用いて未知パラメータ（すなわち、pi=(ai,bi,ci)やpj=(aj,bj,cj)）を最
適化する。そして、その最適化によって得られた解を前記未知パラメータと決定する。こ
このようにして未知パラメータが全て決定されると、ラジアルギャップセンサ（31）の出
力信号（v）をギャップ（g）に変換する変換式が構築されたことになる。
【００８５】
　校正対象となっているラジアルギャップセンサ（31）に対応する変換式は、制御器（40
）を構成する前記メモリディバイスに、例えば前記プログラム内の関数やテーブル（例え
ば配列変数）といった形で格納する。これにより、校正対象となっているラジアルギャッ
プセンサ（31）の校正作業は終了である。ただし、更に、校正の必要があるラジアルギャ
ップセンサ（31）が残っている場合には、ステップ（St11）に戻って、校正の必要がある
ラジアルギャップセンサ（31）について、校正作業を継続する。
【００８６】
　〈本実施形態における効果〉
　以上のように、本実施形態では、磁気軸受に設けられたギャップセンサを容易に校正す
ることが可能である。また、本実施形態では、例えば、リニアライズ回路をギャップセン
サ毎に設けるようなコストアップに繋がる対策を行うことなく、正確なギャップを検出す
ることが可能になる。しかも、本実施形態では、複数のギャップセンサを同時に校正する
ことも可能であり、効率的な校正が可能である。
【００８７】
　なお、本実施形態では２つのギャップセンサを校正する例を説明したが、３つ以上のギ
ャップセンサを同時に校正することもできる。その場合、式(6)における逆行列が定義で
きなくなるが、疑似逆行列にて代用すればよい。
【００８８】
　また、回転軸（5）（浮上体）を動かす際の軌跡は円周状でなくてもよい。例えば、回
転軸（5）を放物線上において動かしたり、回転軸（5）を自由落下させたりしてもよい。
軌跡を示す媒介変数（s）は、各々の軌跡の場合において適切な方法で消去できる。
【００８９】
　また、スラストギャップセンサ（32）についても同様に、幾何学的な関係式を適宜定め
れば、ラジアルギャップセンサ（31）と同様に、複数のスラストギャップセンサ（32）の
それぞれから読み取った出力を適用して前記拘束条件を３つ以上設定できる。すなわち、
ラジアルギャップセンサ（31）の例と同様に、スラストギャップセンサ（32）についても
、前記原理に基づいて、変換式を構築することができる。スラストギャップセンサ（32）
を校正する際に回転軸（5）（円盤部（5a））を動かす軌跡としては、例えば、回転軸（5
）を、該回転軸（5）の軸方向に自由落下させることが考えられる。
【００９０】
　《発明の実施形態２》
　発明の実施形態２でも、ギャップ（g）とギャップセンサ（31,32）の出力とを関連づけ
るための条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて、ギャ
ップセンサ（31,32）の出力をギャップ（g）に変換する変換式を構築する。具体的に、実
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施形態２では、前記拘束条件を３つ以上設定するに際して、回転軸（5）（浮上体）が、
該回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置にある場合に、ラジアルギャップ
センサ（31）やスラストギャップセンサ（32）の出力信号（電圧や電流）が極小値乃至は
極大値となることを利用する。以下でも、ラジアルギャップセンサ（31）を例にして、校
正の原理、及び校正の手順を説明する。
【００９１】
　〈校正の原理〉
　例えば、実施形態１と同様に、回転軸（5）を円運動させたと仮定する。このように、
回転軸（5）の軌跡が既知である場合には、ラジアルギャップセンサ（31）における出力
信号（v）が極大値となるときの回転軸（5）の位置や、極小値となるときの回転軸（5）
の位置が既知である。すなわち、ギャップセンサ（31,32）の出力信号（v）が極大値のと
きのギャップ（g）や、極小値のときのギャップ（g）も既知である。例えば、実施形態１
と同様に回転軸（5）を公転運動させると、出力信号（v）が極小値となるのは、ラジアル
ギャップセンサ（31）の位置において、回転軸（5）とラジアルタッチダウン軸受（6）と
が接している時である。このときのギャップ（g）は、ゼロと考えてよい。一方、公転運
動の際に、出力信号（v）が極大値となるのは、ラジアルギャップセンサ（31）と回転軸
（5）との間のギャップ（g）が最大の時（ラジアルギャップセンサ（31）と回転軸（5）
が最遠状態のとき）である。このときのギャップ（g）は、回転軸（5）の直径（既知の値
）と、ラジアルタッチダウン軸受（6）の内径（既知の値）とから算出することができる
。
【００９２】
　ここで、ギャップセンサ（i）の出力信号（vi）が極大値の時のギャップ（g）をギャッ
プ（gi_Max）とし、出力信号（vi）が極小値の時のギャップ（g）をギャップ（gi_Min）
とする。同様に、ギャップセンサ（j）の出力信号（vj）が極大値の時のギャップ（g）を
ギャップ（gj_Max）とし、出力信号（vj）極小値の時のギャップ（g）をギャップ（gj_Mi
n）とする。また、ギャップセンサ（i）の出力信号（vi）の極大値をvi_Maxとし、ギャッ
プセンサ（j）の極大値をvj_Maxとする。また、また、ギャップセンサ（i）の出力信号（
vi）の極小値をvi_Minとし、ギャップセンサ（j）の極小値をvj_Minとする。そして、こ
の例でも、それぞれのギャップセンサ（i,j）におけるギャップ検出値（gi^,gj^）が実際
のギャップ（gi,gj）と一致するものと仮定（gi^=gi,gj^=gj）すると、既述の式(1’)、
及び式(2’)から以下の関係式を得ることができる。
【００９３】
　　gi_Max = ai×vi_Max

2+ bi×vi_Max + ci　・・・・(9)
　　gi_Min = ai×vi_Min

2+ bi×vi_Min + ci　・・・・(10)
　　gj_Max = aj×vj_Max

2+ bj×vj_Max + cj　・・・・(11)
　　gj_Min = aj×vj_Min

2+ bj×vj_Min + cj　・・・・(12)
　式(9)と式(10)とに基づいて未知パラメータ(bi,ci)について解き、また、式(11)と式(1
2)に基づいて未知パラメータ(bj,cj)について解くと、それぞれの未知パラメータは、ai
、又はajによって表現できる。ai、又はajによって表現した未知パラメータ(bi,ci)や未
知パラメータ(bj,cj)を式(1’)、及び式(2’)に、それぞれ代入することで、未知パラメ
ータは、aiとajの２つとなる。すなわち、各ラジアルギャップセンサ（31）に関する２つ
の未知パラメータを消去することができる。このように、本実施形態では、最適化アルゴ
リズム（実施形態１参照）によって決定すべき未知パラメータの数が減るのである。その
ため、本実施形態では、最適化を行うための演算アルゴリズム（実施形態１を参照）が簡
略化されるとともに、計算時間を短縮することが可能になる。
【００９４】
　〈本実施形態における校正手順〉
　以上の校正の原理に基づく実際の校正手順を、ラジアルギャップセンサ（31）を例にし
て説明する。この校正手順も、実施形態１と同様に、例えば、別途用意したパーソナルコ
ンピュータ（本実施形態でも、説明の便宜のため校正装置とよぶ）等に組み込んだプログ
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ラムとして、その一部乃至全部を実現できる。図１１に、実施形態２における校正手順を
フローチャートで示す。以下の説明は、２つのラジアルギャップセンサ（31）を校正する
例であり、校正手順の説明に際して、必要に応じて、出力信号等に従前の〈校正の原理〉
の説明で用いた符号（例えばvi等）を付す。
【００９５】
　本実施形態のフローチャートにおけるステップ（St21）では、実施形態１のステップ（
St11）と同様の処理が行われる。すなわち、校正装置からラジアル制御部（41）に所定の
信号を送ることによって、回転軸（5）の中心の軌跡が、ラジアルタッチダウン軸受（6）
の中心を中心とした円周となるように回転軸（5）を動かす。また、ステップ（St22）で
は、前記校正装置が、少なくとも一つの校正対象のラジアルギャップセンサ（31）を含む
、複数のラジアルギャップセンサ（31）の組み合わせを決定し、これらラジアルギャップ
センサ（31）の出力信号（v）の計測を開始する。
【００９６】
　ステップ（St23）～ステップ（St25）では、選択した各ラジアルギャップセンサ（31）
の出力信号（ここでも出力信号（vi,vj）とする）の極大値及び極小値を探索する。すな
わち、これらのステップでは、回転軸（5）とラジアルギャップセンサ（31）とが最接近
の状態、及び最遠の状態となったときの出力信号（vi,vj）を取得する。具体的に、ステ
ップ（St23）では、回転軸（5）を公転運動させている最中の各ラジアルギャップセンサ
（31）の出力信号（vi,vj）を一定期間、所定の周期でサンプリングし、サンプリングし
て得た値を前記メモリディバイスに保存する。この例では、各ラジアルギャップセンサ（
31）の出力信号（vi,vj）は、公転運動を開始してからの経過時間（時刻）と対にされて
前記メモリディバイスに保存されている。なお、サンプリング期間は、回転軸（5）が、
それぞれのラジアルギャップセンサ（31）と最接近の状態となる位置、及び最遠の状態と
なる位置を通るように設定する。
【００９７】
　ステップ（St24）では、前記メモリディバイスに保存されている、各ラジアルギャップ
センサ（31）の出力信号（vi,vj）の値を調べることによって、各ラジアルギャップセン
サ（31）において出力信号（vi,vj）が極大値となっていた時刻、及び極小値となってい
た時刻を調べる。また、ステップ（S24）では、それらの時刻に対応する出力信号（vi,vj
）の値（すなわち極大値、及び極小値）を前記メモリディバイスから取得する。ステップ
（St25）では、各ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi,vj）の極大値、及び極
小値と、それぞれに対応するギャップ（g）の値をもとにして前記拘束条件を設定する。
そして、それらの拘束条件に基づいて、各ラジアルギャップセンサ（31）に対応する変換
式に含まれる２つの未知パラメータを消去する。
【００９８】
　ステップ（St26）では、ステップ（St22）で選択した各ラジアルギャップセンサ（31）
について、所定の時刻(t)における出力信号vi(t)、及び出力信号vj(t)を取得する。ただ
し、ここで取得する値は、極大値以外、かつ極小値以外の値である。なお、このステップ
（St26）では、実際に各ラジアルギャップセンサ（31）から出力信号（vi,vj）を取得し
てもよいし、前記メモリディバイスに保存されている値を用いてもよい。
【００９９】
　ステップ（St27）では、ステップ（St26）において取得した時刻（ｔ）における出力信
号（vi(t),vj(t)）を用いて、１つの連立方程式（式(8’)参照）の定数を決定する。すな
わち、方程式を１つ構築する（すなわち、前記拘束条件を設定する）。次に、ステップ（
St28）では、前記連立方程式（式(7’)参照）を解くことができるだけの式（方程式）を
構築できたか否かを確認する。例えば、必要数の方程式を構築できていない場合にはステ
ップ（St26）に戻り、更に、方程式を構築する。このとき、ステップ（St26）では、従前
のステップ（St26）の実行時とは相異なる回転軸（5）の位置（具体的には相異なる時刻
）において、ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi(t),vj(t)）を取得する。
【０１００】
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　一方、前記連立方程式（式(7’)参照）を解くことができるだけの数の方程式を構築で
きたとステップ（St28）で判断された場合には、ステップ（St29）の処理が行われる。こ
のステップ（St29）では、実施形態１の例と同様にして、例えば、遺伝的アルゴリズムを
用いて未知パラメータを最適化する。そして、その最適化によって得られた解を前記未知
パラメータと決定する。ここのようにして、未知パラメータが全て決定されると、ラジア
ルギャップセンサ（31）の出力をギャップ（g）に変換する変換式が構築されたことにな
る。
【０１０１】
　校正対象となっているラジアルギャップセンサ（31）に対応する変換式は、制御器（40
）を構成する前記メモリディバイスに、例えば前記プログラム内の関数やテーブル（例え
ば配列変数）といった形で格納する。これにより、校正対象となっているラジアルギャッ
プセンサ（31）の校正作業は終了である。ただし、更に、校正の必要があるラジアルギャ
ップセンサ（31）が残っている場合には、ステップ（St21）に戻って、校正の必要がある
ラジアルギャップセンサ（31）について、図１１のフローチャートで示した校正作業を継
続する。
【０１０２】
　〈本実施形態における効果〉
　以上の校正手順では、実施形態１と同様の効果を得られる。また、本実施形態では、未
知パラメータを求めるアルゴリズムが簡略化される。そのため、本実施形態の校正手順で
は、実施形態１の校正方法よりも、計算時間を短縮することが可能になる。すなわち、本
実施形態では、ギャップセンサ（31,32）の校正をより容易に行うことが可能になる。
【０１０３】
　なお、本実施形態の校正方法も、スラストギャップセンサ（32）に適用できる。スラス
トギャップセンサ（32）でも、スラストタッチダウン軸受（7）と回転軸（5）とが接して
いる時に、出力信号（vi,vj）が最大値又は最小値となるので、この事実を校正に利用で
きる。スラストギャップセンサ（32）を校正する際に回転軸（5）（円盤部（5a））を動
かす軌跡としては、例えば、回転軸（5）を、該回転軸（5）の軸方向に自由落下させるこ
とが考えられる。
【０１０４】
　また、ギャップセンサ（31,32）の出力信号（vi,vj）が極大値や極小値となる位置を基
準とする代わりに、何れかの電磁石群（51～54）におけるギャップ（g）が極大値や極小
値となる位置を基準としてもよい。具体的には、何れか１つの電磁石群（51～54）によっ
て、回転軸（5）がラジアルタッチダウン軸受（6）に接触するように吸引した状態（すな
わち、当該電磁石群（51～54）と回転軸（5）とのギャップ（g）が極小値である状態）に
おける出力信号（vi,vj）を用いて校正を行うのである。このように、電磁石群（51～54
）と回転軸（5）とのギャップ（g）が極小値である場合にも、校正の対象となっているギ
ャップセンサ（31,32）と回転軸（5）との間のギャップを容易に計算できる。
【０１０５】
　《発明の実施形態３》
　発明の実施形態３でも、ギャップ（g）とラジアルギャップセンサ（31）の出力とを関
連づけるための条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて
、ラジアルギャップセンサ（31）の出力をギャップ（g）に変換する変換式を構築する。
以下でもラジアルギャップセンサ（31）を例にして、校正の原理、及び校正の手順を説明
する。
【０１０６】
　〈校正の原理〉
　－概要－
　この例では、回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置を通る軌跡で回転軸
（5）を動かしつつ、回転軸（5）が前記上限又は前記下限の位置に存在することを検出す
る位置検出センサ（後述）を用いて、回転軸（5）が前記上限又は前記下限の位置にある
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ときのギャップセンサ（31,32）の出力を読み取り、読み取ったギャップセンサ（31,32）
の出力と、前記上限又は前記下限の位置情報とによって前記拘束条件を３つ以上設定して
変換式を構築する。その際、本実施形態では、位置検出センサとして、校正対象のギャッ
プセンサとは別のギャップセンサを用いる。
【０１０７】
　－校正の詳細－
　以下の説明では、校正対象のギャップセンサ（31,32）をギャップセンサ（i）とし、位
置検出センサとしてギャップセンサ（31,32）をギャップセンサ（j）とする。すなわち、
この例では、所定のギャップセンサ（i）を、別のギャップセンサ（j）の出力信号（vj）
を用いて校正するのである。ここでは、ギャップセンサ（i,j）は、図９のように取り付
けられているものとする。また、本実施形態でも、各ギャップセンサ（i,j）の出力信号
（vi,vj）からギャップ検出値（gi^,gj^）への変換式は、式(1’)と同じ形式（すなわち
２次式）であるものとする。ただし、本実施形態でも、実施形態２で説明した手法によっ
て、未知パラメータ（bi）と、未知パラメータ（ci）とが、予め消去、又はaiによって表
されるものとする。すなわち、本実施形態では、aiのみが未知パラメータであるものとす
る。
【０１０８】
　そして、本実施形態でも校正時には、回転軸（5）を実施形態１と同様にして、ラジア
ルタッチダウン軸受（6）の内周に沿わせて公転運動をさせる。この公転運動中における
回転軸（5）（浮上体）の軌跡は、媒介変数（s）を用いて次のように表すことができる。
【０１０９】
　　x(s)=cos(s), y(s)=sin(s)
　また、各ギャップセンサ（i,j）の位置におけるギャップ（gi,gj）と、軌跡[x(s),y(s)
]との間の幾何学的な関係は、式(3’)、及び式(4’)で表すことができる。そして、式(4
’)からギャップ（gj）が極小値となる媒介変数（s）の値（ここではsNとする）を求める
と以下のようになる。
【０１１０】
　　　　sN=θ
　また、一般に、出力信号（vj）とギャップ（gj）は、単調増加の関係にあるので、ギャ
ップ（gj）が極小値となる時にギャップセンサ（j）の出力信号（vj）も極小値となる。
したがって、媒介変数（s）=sNの場合は、出力信号（vj）が極小値であるときのギャップ
センサ（j）の出力信号（viN）に対応する。ここでも、実際のギャップ（gi）とギャップ
検出値（gi^）とが一致するものとすると、式(1’)により、以下の式を、それぞれ得るこ
とができて、aiが求まる。
【０１１１】
　　　　gi = gi0 - cos(sN)=gi0- cosθ
　　　　gi^ = aiviN

2 + bi(ai)viN+ ci(ai)
　上式にgi = gi^の関係を適用すると、以下の式を得ることができる。
【０１１２】
　　　　gi0 - cosθ = aiviN

2 + bi(ai)viN+ ci(ai)　 ・・・・(13)
　上式において、viN、bi、ciは、既知の値であるので、左辺の値を求めれば、aiの値を
定めることができる。すなわち、式(13)の左辺の値を求めれば、変換式を構築することが
できる。式(13)の左辺の値を定めるために、本実施形態では、校正の対象となっていない
ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（v）を利用する。具体的に本実施形態では、
まず、校正の対象となっていないラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（v）が極大
値、又は極小値となる時の位置が特定できるように、回転軸（5）（浮上体）を動かす。
そして、校正の対象となっていないラジアルギャップセンサ（31）を、回転軸（5）が該
回転軸（5）の可動範囲の上限又は下限の位置に存在することを特定する位置検出センサ
として利用する。可動範囲の上限又は下限の位置に存在するか否かは、出力信号（電圧や
電流）が極小値乃至は極大値となることを、前記拘束条件を設定する際に利用すれば判断
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できるので、位置検出センサとして利用するラジアルギャップセンサ（31）は、校正が済
んでいないものであってもよい。
【０１１３】
　回転軸（5）の可動範囲の上限又は下限の位置に存在することが検出できれば、回転軸
（5）の外径やラジアルギャップセンサ（31）の内径を勘案することで、校正対象のラジ
アルギャップセンサ（31）におけるギャップ（g）も求めることができる。すなわち、前
記拘束条件を設定できるのである。そして、前記拘束条件を設定できると、例えば、遺伝
的アルゴリズムなどの最適化アルゴリズムを用いて、未知パラメータを探索的に決定する
ことで該未知パラメータを特定できる（すなわち、変換式を構築できる）。
【０１１４】
　〈本実施形態における校正手順〉
　以上の校正の原理に基づく実際の校正手順を、ラジアルギャップセンサ（31）を例にし
て説明する。この校正手順も、実施形態１と同様に、例えば、別途用意したパーソナルコ
ンピュータ（本実施形態でも、説明の便宜のため校正装置とよぶ）等に組み込んだプログ
ラムとして、その一部乃至全部を実現できる。
【０１１５】
　本実施形態では、前記拘束条件を３つ以上設定するに際して、「校正」の対象となって
いないギャップセンサ（31,32）を利用して回転軸（5）（浮上体）の位置を特定し、その
位置情報等を利用して前記拘束条件を設定する。また、本実施形態でも、回転軸（5）（
浮上体）が、該回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置にある場合に、ラジ
アルギャップセンサ（31）やスラストギャップセンサ（32）の出力信号（電圧や電流）が
極小値乃至は極大値となることを、前記拘束条件を設定する際に利用する。図１２に、実
施形態３における校正手順をフローチャートで示す。以下では、２つのラジアルギャップ
センサ（31）に着目して校正する例である。校正手順の説明に際して、必要に応じて、出
力信号等に従前の〈校正の原理〉の説明で用いた符号（例えばvi等）を付す。
【０１１６】
　本実施形態のフローチャートにおけるステップ（St31）でも、実施形態１のステップ（
St11）と同様の処理が行われる。すなわち、校正装置からラジアル制御部（41）に所定の
信号を送ることによって、回転軸（5）の中心の軌跡が、ラジアルタッチダウン軸受（6）
の中心を中心とした円周となるように回転軸（5）を動かす。この動かし方によれば、校
正の対象となっていないラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（出力信号（vj）とす
る）が極大値となる時の位置や、極小値となる時の位置を特定することができる。勿論、
回転軸（5）（浮上体）を動かす際の軌跡は円周状でなくてもよい。例えば、回転軸（5）
を放物線上において動かしたり、回転軸（5）を自由落下させたりしてもよい。要は、校
正の対象となっていないラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vj）が極大値、又は
極小値となる時の位置が特定できるように、回転軸（5）（浮上体）を動かせばよいので
ある。
【０１１７】
　また、ステップ（St32）では、前記校正装置は、少なくとも一つの校正対象のラジアル
ギャップセンサ（31）を含む、複数のラジアルギャップセンサ（31）の組み合わせを決定
し、これらラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi,vj）の計測を開始する。ステ
ップ（St33）では、回転軸（5）を公転運動させている最中の各ラジアルギャップセンサ
（31）の出力信号（vi,vj）を一定期間、所定の周期でサンプリングし、取得した値を前
記メモリディバイスに保存する。この例では、各ラジアルギャップセンサ（31）の出力信
号（vi,vj）は、公転運動を開始してからの経過時間（時刻）と対にされて前記メモリデ
ィバイスに保存される。
【０１１８】
　ステップ（St34）では、メモリディバイスに保存された、校正対象となっていないラジ
アルギャップセンサ（31）の出力信号（vj）を調べ、校正対象となっていないラジアルギ
ャップセンサ（31）の出力信号（vj）が極小値となっていた時刻を調べる。また、その時
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刻に対応する、校正対象のラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi）を前記メモリ
ディバイスから取得する。
【０１１９】
　そして、ステップ（St35）では、変換式を構築するための未知パラメータ（ここではai
）を算出する。具体的には、校正対象のラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi）
が、式(13)の左辺の値（gi0 - cosθ）に対応し、式(13)の左辺の値は、校正対象となっ
ていないラジアルギャップセンサ（31）（すなわち位置検出センサ）の出力信号（vj）を
用いて求めることができる。すなわち、校正対象となっていないラジアルギャップセンサ
（31）の出力信号（vj）が極小値又は極大値であり場合には、回転軸（5）の位置を特定
できるので、校正対象となっているラジアルギャップセンサ（31）と回転軸（5）とのギ
ャップ（すなわち、式(13)の左辺の値）も算出できる。これにより、３つ以上の前記拘束
条件を設定でき、これらの拘束条件を用いることで、変換式を構築するための未知パラメ
ータ（ここではai）を算出することができる。このようにして未知パラメータが求まると
、校正対象となっているラジアルギャップセンサ（31）の校正作業は終了である。ただし
、更に、校正の必要があるラジアルギャップセンサ（31）が残っている場合には、ステッ
プ（St31）に戻って、校正の必要があるラジアルギャップセンサ（31）について、校正作
業を継続する。
【０１２０】
　〈本実施形態における効果〉
　以上の校正手順では、実施形態１と同様の効果を得られる。また、本実施形態では、未
知パラメータを求めるアルゴリズムが簡略化される。そのため、本実施形態の校正手順で
は、実施形態１の校正方法よりも、計算時間を短縮することが可能になる。すなわち、本
実施形態では、ギャップセンサ（31,32）の校正をより容易に行うことが可能になる。
【０１２１】
　なお、本実施形態では２つのギャップセンサを校正する例を説明したが、３つ以上のギ
ャップセンサを同時に校正することもできる。その場合、式(6)における逆行列が定義で
きなくなるが、疑似逆行列にて代用すればよい。
【０１２２】
　また、本実施形態でも、ギャップセンサ（31,32）の出力信号（vi,vj）が極大値や極小
値となる位置を基準とする代わりに、何れかの電磁石群（51～54）におけるギャップ（g
）が極大値や極小値となる位置を基準としてもよい。具体的には、何れか１つのの電磁石
群（51～54）によって、回転軸（5）がラジアルタッチダウン軸受（6）に接触するように
吸引した状態（すなわち、当該電磁石群（51～54）と回転軸（5）とのギャップ（g）が極
小値である状態）における出力信号（vi,vj）を用いて校正を行うことも可能である。こ
のように、電磁石群（51～54）と回転軸（5）とのギャップ（g）が極小値である場合にも
、回転軸（5）の外径やラジアルギャップセンサ（31）の内径を勘案することによって、
校正の対象となっているギャップセンサ（31,32）と回転軸（5）との間のギャップを容易
に計算できる。
【０１２３】
　また、本実施形態の校正方法もスラストギャップセンサ（32）に適用できる。スラスト
ギャップセンサ（32）でも、スラストタッチダウン軸受（7）と回転軸（5）とが接してい
る時に、出力信号（vi,vj）が最大値又は最小値となるので、これを回転軸（5）の位置特
定に利用できる。スラストギャップセンサ（32）を校正する際に回転軸（5）（円盤部（5
a））を動かす軌跡としては、例えば、回転軸（5）を、該回転軸（5）の軸方向に自由落
下させることが考えられる。
【０１２４】
　《発明の実施形態４》
　発明の実施形態４でも、ギャップ（g）とラジアルギャップセンサ（31）の出力とを関
連づけるための条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて
、ラジアルギャップセンサ（31）の出力をギャップ（g）に変換する変換式を構築する。
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以下でもラジアルギャップセンサ（31）を例にして、校正の原理、及び校正の手順を説明
する。
【０１２５】
　〈校正の原理〉
　この例でも、回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置を通る軌跡で回転軸
（5）を動かしつつ、回転軸（5）が前記上限又は前記下限の位置に存在することを検出す
る位置検出センサ（後述）を用いて、回転軸（5）が前記上限又は前記下限の位置にある
ときのギャップセンサ（31,32）の出力を読み取り、読み取ったギャップセンサ（31,32）
の出力と、前記上限又は前記下限の位置情報とによって前記拘束条件を３つ以上設定して
変換式を構築する。その際、本実施形態では、位置検出センサとして、コイル（65）に流
れる電流の大きさを検出する電流センサ（8）を用いる点が従前の実施形態と異なる点で
ある。すなわち、本実施形態では、式(13)の左辺の値を求める際に、電流センサ（8）を
用いて回転軸（5）が、該回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置に存在する
ことを特定する。
【０１２６】
　具体的に、本実施形態では、コイル（65）においてギャップ（g）に応じてインダクタ
ンスが変化することを利用し、回転軸（5）が前記上限又は前記下限の位置に存在するこ
とを電流センサ（8）によって検出する。詳しくは、本実施形態では、ギャップ（g）がコ
イル（65）に流した電流の振幅に比例し、コイル（65）に印可されている電圧に反比例す
るという事実を利用する。具体的に本実施形態では、回転軸（5）を前記軌跡で動かすた
めにコイル（65）に印可される電圧に、「所定の振幅を有した電圧」を重畳するとともに
、重畳した電圧の振幅と、電流センサ（8）で検出した電流の振幅との比を調べることで
、回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置に存在することを特定するのであ
る。
【０１２７】
　このとき、印可する「所定の振幅を有した電圧」は、具体的には、回転軸（5）を浮上
制御に影響しないような電圧とする。ここで、「影響しないような電圧」とは、その電圧
によって回転軸（5）が動いたとしても、その動きがギャップセンサ（31,32）で検出でき
ない程度に収まるような電圧を意味する。なお、「所定の振幅を有した電圧」としては、
例えば、浮上制御のために印可する電圧（ここでは前記軌跡を実現するための電圧）より
も高周波の電圧を有した正弦波やパルスを印可することが考えられる。
【０１２８】
　以上のようにして回転軸（5）の可動範囲における上限又は下限の位置に存在すること
を特定できると、校正対象のラジアルギャップセンサ（31）におけるギャップ（g）を特
定できる。すなわち、前記拘束条件を設定できる。そして、前記拘束条件を設定できると
、例えば、遺伝的アルゴリズムなどの最適化アルゴリズムを用いて、未知パラメータを探
索的に決定することで該未知パラメータを特定できる（すなわち、変換式を構築できる）
。
【０１２９】
　〈本実施形態における校正手順〉
　以上の校正の原理に基づく実際の校正手順を、ラジアルギャップセンサ（31）を例にし
て説明する。この校正手順も、実施形態１と同様に、例えば、別途用意したパーソナルコ
ンピュータ（本実施形態でも、説明の便宜のため校正装置とよぶ）等に組み込んだプログ
ラムとして、その一部乃至全部を実現できる。
【０１３０】
　本実施形態でも、前記拘束条件を３つ以上設定するに際して、電流センサ（8）を利用
して回転軸（5）（浮上体）の位置を特定し、その位置情報等を利用して前記拘束条件を
設定する。また、本実施形態でも、回転軸（5）（浮上体）が、該回転軸（5）の可動範囲
における上限又は下限の位置にある場合に、ラジアルギャップセンサ（31）やスラストギ
ャップセンサ（32）の出力信号（電圧や電流）が極小値乃至は極大値となることを、前記
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拘束条件を設定する際に利用する。図１３に、実施形態４における校正手順をフローチャ
ートで示す。なお、以下では、２つのラジアルギャップセンサ（31）に着目して校正する
例である。
【０１３１】
　本実施形態のフローチャートにおけるステップ（St41）でも、実施形態１のステップ（
St11）と同様の処理が行われる。すなわち、校正装置からラジアル制御部（41）に所定の
信号を送ることによって、回転軸（5）の中心の軌跡が、ラジアルタッチダウン軸受（6）
の中心を中心とした円周となるように回転軸（5）を動かす。この動かし方によれば、回
転軸（5）が所定の電磁石群（51～54）に対して最接近の状態であるかどうか、更には最
遠の状態であるかどうかを特定することができる。勿論、回転軸（5）（浮上体）を動か
す際の軌跡は円周状でなくてもよい。例えば、回転軸（5）を放物線上において動かした
り、回転軸（5）を自由落下させたりしてもよい。
【０１３２】
　また、ステップ（St42）では、前記校正装置は、第１～第４電磁石群（51～54）の中か
ら何れか１つの電磁石群を選択する。選択する電磁石群は任意であるが、例えば、校正対
象のラジアルギャップセンサ（31）のギャップ検出方向と直交する方向に電磁力を発生さ
せる電磁石群を選ぶことが考えられる。そして、ステップ（St42）では、「所定の振幅を
有した電圧」を、選択した電磁石群（51～54）に印可する（以下、「所定の振幅を有した
電圧」を「印可電圧」とも呼ぶ）。ステップ（St43）では、校正対象のラジアルギャップ
センサ（31）を選択する。なお、本実施形態では、複数のラジアルギャップセンサ（31）
を同時に校正することが可能である。したがって、このステップ（St43）では、複数のラ
ジアルギャップセンサ（31）を校正対象として選択してもよい。そして、ステップ（St43
）では、選択したこれらラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi,vj）の計測を開
始する。
【０１３３】
　ステップ（St44）では、回転軸（5）を公転運動させている最中の各ラジアルギャップ
センサ（31）の出力信号（vi,vj）、コイル（65）への「印可電圧」、及び電流センサ（8
）の検出値（電流値）を一定期間、所定の周期でサンプリングし、サンプリングして得た
値を前記メモリディバイスに保存する。ここで、サンプリングする「印可電圧」や「電流
値」は、何れも位置検出センサとして機能する電磁石群に係るものである。この例では、
ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi,vj）等のメモリディバイスに保存される
値は、公転運動を開始してからの経過時間（時刻）と関連づけられて前記メモリディバイ
スに保存されている。なお、サンプリング期間は、ステップ（St42）で選択された電磁石
群と、回転軸（5）とが最接近の状態となる位置、及び最遠の状態となる位置を、回転軸
（5）が必ず通るように設定する。
【０１３４】
　ステップ（St45）では、前記メモリディバイスに保存された、印可電圧、及び電流セン
サ（8）の検出値（電流値）の値を読み出して、重畳した電圧の振幅と、電流センサ（8）
で検出した電流の振幅との比を算出する。また、ステップ（St45）では、算出した比が極
小値となっていた時刻を調べる。また、ステップ（St45）では、比が極小値となっていた
時刻に対応する、それぞれのラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi,vj）を前記
メモリディバイスから読み出す。
【０１３５】
　ステップ（St46）では、ラジアルギャップセンサ（31）の出力信号（vi,vj）から検出
値への変換式の中の未知パラメータを算出する。この算出には、ステップ（St45）におい
て読み出したの出力信号（vi,vj）の値に加え、校正対象のラジアルギャップセンサ（31
）におけるギャップ（g）が必要である。校正対象のラジアルギャップセンサ（31）にお
けるギャップ（g）は、このときに回転軸（5）と、ステップ（St42）で選択された電磁石
群とが最接近していることを利用して求めることができる。このようなステップ（St46）
の処理により、３つ以上の前記拘束条件が設定され、未知パラメータが求められるのであ
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る。このようにして未知パラメータが求まると、校正対象となっているラジアルギャップ
センサ（31）の校正作業は終了である。ただし、更に、校正の必要があるラジアルギャッ
プセンサ（31）が残っている場合には、ステップ（St41）に戻って、校正の必要があるラ
ジアルギャップセンサ（31）について、校正作業を継続する。
【０１３６】
　〈本実施形態における効果〉
　以上の校正手順では、実施形態１と同様の効果を得られる。また、本実施形態では、未
知パラメータを求めるアルゴリズムが簡略化される。そのため、本実施形態の校正手順で
は、実施形態１の校正方法よりも、計算時間を短縮することが可能になる。すなわち、本
実施形態では、ギャップセンサ（31,32）の校正をより容易に行うことが可能になる。し
かも、本実施形態では、複数のギャップセンサを同時に校正することも可能であり、効率
的な校正が可能である。
【０１３７】
　なお、本実施形態の校正方法もスラストギャップセンサ（32）に適用できる。スラスト
ギャップセンサ（32）でも、スラストタッチダウン軸受（7）と回転軸（5）とが接してい
る時に、出力信号（vi,vj）が最大値又は最小値となるので、これを回転軸（5）の位置特
定に利用できる。スラストギャップセンサ（32）を校正する際に回転軸（5）（円盤部（5
a））を動かす軌跡としては、例えば、回転軸（5）を、該回転軸（5）の軸方向に自由落
下させることが考えられる。
【０１３８】
　《発明の実施形態５》
　発明の実施形態４でも、ギャップ（g）とラジアルギャップセンサ（31）の出力とを関
連づけるための条件である拘束条件を３つ以上設定するとともに、前記拘束条件を用いて
、ラジアルギャップセンサ（31）の出力をギャップ（g）に変換する変換式を構築する。
以下でもラジアルギャップセンサ（31）を例にして、校正の原理、及び校正の手順を説明
する。
【０１３９】
　〈校正の原理〉
　－概要－
　この例では、所定の軌跡で回転軸（5）を動かし、その際に回転軸（5）に作用している
力と、回転軸（5）の位置との関係を示す運動方程式に基づいて、前記拘束条件を３つ以
上設定する。詳しくは、回転軸（5）を「既知の初期位置」に移動させるとともに、「既
知の力」を加えて、「既知の初速度」で回転軸（5）を動かし、前記運動方程式に基づい
て、前記拘束条件を３つ以上設定する。
【０１４０】
　－校正の詳細－
　具体的に、本実施形態では、「既知の初期位置」として、回転軸（5）の可動範囲にお
ける最高位置を採用している。ここで、「最高位置」とは、前記可動範囲において回転軸
（5）の位置エネルギーが最も高い位置である。また、「既知の力」としては、重力を利
用している。そして、「既知の初速度」は、ゼロである。すなわち、本実施形態では、回
転軸（5）を、該回転軸（5）の可動範囲における最高位置から自由落下させる際の運動方
程式を利用する。回転軸（5）を自由落下させることで、回転軸（5）の自由落下開始から
の時間に基づいて、回転軸（5）の位置を特定できる。以下では、如何にして、運動方程
式によって回転軸（5）の位置を特定するかを詳しく説明する。
【０１４１】
　ここでは、回転軸（5）の位置の原点は、ラジアルタッチダウン軸受（6）の中心と一致
し、校正対象のラジアルギャップセンサ（31）は、鉛直上方に取り付けられているものと
する。このとき、回転軸（5）がタッチダウンベアリングの最上点（回転軸（5）の最高位
置）でラジアルタッチダウン軸受（6）に接触して静止しているとき、回転軸（5）の鉛直
方向の位置、及び回転軸（5）の速度は以下の式で表せる。
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【０１４２】
　　y(t=0) = gTD　・・・・(14)
　　dy/dt(t=0) = 0　・・・・(15)
　ここで、上式における「t」は、自由落下を開始した時からの経過時間である。gTDは、
ラジアルタッチダウン軸受（6）の内径から浮上体（5）の外径を差し引き、その結果を２
で除した値である。回転軸（5）が自由落下を開始すると、回転軸（5）には、鉛直下方の
重力のみが作用する。したがって、浮上体（5）における鉛直方向の運動方程式は、以下
のようになる。ただし、以下の式において、ｍは、浮上体（5）の質量である。
【０１４３】
　　m×d2x/dt2 = -m×gr　・・・・(16)
　ここで、式(16)を積分し、積分定数を式(14)、及び式(15)から決定すると、時間tに対
する鉛直方向の浮上体（5）の位置は以下のようになる。ただし、grは、重力の加速度で
ある(以下同様)。
【０１４４】
　　y(t) = gTD - gr×t2/2
　この式を用いれば、回転軸（5）の位置を特定できる。このように、回転軸（5）の位置
を特定できるということは、その位置に対応する時間における各ラジアルギャップセンサ
（31）のギャップ（g）も算出できるということである。換言すると、回転軸（5）の位置
を特定できるということは、前記拘束条件を設定できるということである。本実施形態で
は、拘束条件の設定は、具体的には以下のように行う。
【０１４５】
　まず、ギャップセンサの出力信号（v）からギャップ検出値（g^）への変換式を、式(1
’)と同様に出力信号（v）の２次多項式で定義したとする。この時、回転軸（5）が自由
落下を開始してからラジアルタッチダウン軸受（6）に到達するまでの相異なる任意の３
つの時刻t1,t2,t3を選ぶ。そうすると、その時の回転軸（5）の位置は、それぞれ、y(t1)
=gTD-gt1

2/2，y(t2)=gTD-gr×t2
2/2，y(t3)=gTD-gr×t3

2/2である。また、それぞれの時
刻（t1,t2,t3）に対応する出力信号（v）は、v1，v2，v3であったとする。また、校正対
象のラジアルギャップセンサ（31）のギャップ基準長（回転軸（5）の位置がラジアルタ
ッチダウン軸受（6）の中心であるときのギャップ長）をg0とする。また、ギャップ検出
値（g^）がギャップ（g）と一致すると仮定（g^=g）する。以上から、互いに異なる３つ
の時刻t1,t2,t3について、以下の３つの式が得られる。
【０１４６】
　　g0 - (gTD - gr×t1

2/2) = av1
2 + bv1 + c　・・・・（１7）

　　g0 - (gTD - gr×t2
2/2) = av2

2 + bv2 + c　・・・・（１8）
　　g0 - (gTD - gr×t3

2/2) = av3
2 + bv3 + c　・・・・（１9）

　これらの式(17)～(19)により、前記拘束条件を設定できたことになり、未知パラメータ
a,b,cを求めることができる。未知パラメータが求まれば、変換式を構築（すなわち「校
正」）ができたことになる。
【０１４７】
　〈本実施形態における校正手順〉
　以上の校正の原理に基づく実際の校正手順を、ラジアルギャップセンサ（31）を例にし
て説明する。この校正手順も、実施形態１と同様に、例えば、別途用意したパーソナルコ
ンピュータ（本実施形態でも、説明の便宜のため校正装置とよぶ）等に組み込んだプログ
ラムとして、その一部乃至全部を実現できる。
【０１４８】
　以下の説明では、では、ラジアル磁気軸受（21）の第３電磁石群（53）と第４電磁石群
（54）の対向方向（すなわちＹ方向）が重力の作用方向とする（図２参照）。また、回転
軸（5）の最高位置（回転軸（5）の可動範囲において回転軸（5）の位置エネルギーが最
も高い位置）は、第３電磁石群（53）に吸引されて磁気軸受コア（61）に接している位置
とする。



(27) JP 6806266 B2 2021.1.6

10

20

30

40

50

【０１４９】
　図１４に、実施形態５における校正手順をフローチャートで示す。図１４に示すステッ
プ（St51）では、第３電磁石群（53）を構成する第５及び第６電磁石（75,76）の各コイ
ル（65）に電流を流すことで所定の電磁力を発生させているのである。つまり、ステップ
（St51）では、回転軸（5）に鉛直上方の力をかけて回転軸（5）を引き上げている。ここ
で、第３電磁石群（53）とラジアルタッチダウン軸受（6）の中心とを結ぶ線が、第３電
磁石群（53）によって生ずる電磁力の作用線と一致しているものとすると、回転軸（5）
は、ラジアルタッチダウン軸受（6）内の最上点でラジアルタッチダウン軸受（6）に接触
して静止する。すなわち、ステップ（St51）では、回転軸（5）をその最高位置に移動さ
せているのである。ステップ（St52）では、第５及び第６電磁石（75,76）の各コイル（6
5）への通電を停止し、回転軸（5）を重力によって自由落下させる。
【０１５０】
　ステップ（St53）では、回転軸（5）が自由落下する間、第５及び第６電磁石（75,76）
への通電を停止してからの時刻と、校正対象のラジアルギャップセンサ（31）の出力信号
（v）を、連続的にサンプリングして、取得した出力信号（v）とそれに対応する時刻とを
互いに関連づけて、前記メモリディバイスに格納する。
【０１５１】
　ステップ（St54）では、自由落下中は、回転軸（5）にかかる力が重力のみであること
を利用して、自由落下時の運動方程式を解き、前記積分定数を、通電停止時の回転軸（5
）の位置（具体的には、ラジアルタッチダウン軸受（6）内の最上点）の座標値によって
決定する。
【０１５２】
　ステップ（St55）では、まず、ステップ（St53）においてサンプリングされている、自
由落下中の３点以上の時刻を選択する。時刻の選択が終わると、前記メモリディバイスに
格納されている出力信号（v）の値と、出力信号（v）のそれぞれに対応する時刻との関係
を、自由落下時の関係式（式(17)～(19)参照）に当てはめる。具体的には、時刻から、式
(17)～(19)の各左辺の値を算出する。また、その時刻に対応する出力信号（v）から、式(
17)～(19)の各右辺を構成する。これにより、３つ以上の前記拘束条件を設定できたこと
になる。このように、３つ以上の前記拘束条件が定まると、式(17)～(19)の連立方程式を
解くことで、未知パラメータ（式(17)～(19)の右辺を参照）を求めることができる（ステ
ップ（St56）参照）。全ての未知パラメータが求まると、校正対象となっているラジアル
ギャップセンサ（31）の校正作業は終了である。
【０１５３】
　〈本実施形態における効果〉
　以上の校正手順では、実施形態１と同様の効果を得られる。また、本実施形態では、未
知パラメータを求めるアルゴリズムが簡略なので、本実施形態の校正手順では、実施形態
１の校正方法よりも、計算時間を短縮することが可能になる。すなわち、本実施形態では
、ギャップセンサ（31,32）の校正をより容易に行うことが可能になる。しかも、本実施
形態では、複数のギャップセンサを同時に校正することも可能であり、効率的な校正が可
能である。
【０１５４】
　なお、「既知の力」としては、ラジアル磁気軸受（21）が備える電磁石（71～78）の電
磁力を利用してもよい。勿論、一般的に、浮上体（5）には重力が常に作用するので、電
磁石（71～78）の電磁力を利用する場合の運動方程式においては重力も勘案する必要があ
る。
【０１５５】
　また、「既知の初期位置」も例示であり、回転軸（5）の可動範囲における最高位置に
は限定されない。例えば、重力方向と、回転軸（5）を初期位置に移動させるための電磁
石群（51～54）の電磁力の作用線とがずれている場合には、その電磁石群（51～54）に最
接近した位置を「既知の初期位置」とすることが考えられる。
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　また、本実施形態の校正方法もスラストギャップセンサ（32）に適用できる。例えば、
スラストタッチダウン軸受（7）と回転軸（5）とが接している時に、回転軸（5）が最高
位置となるように、磁気軸受装置（10）が配置されている場合（例えば、回転軸（5）の
軸方向が重力の作用方向と一致する場合）には、回転軸（5）を軸方向に自由落下させて
、上述の校正方法を実施することが考えられる。
【０１５７】
　《その他の実施形態》
　なお、各実施形態で説明した校正手順は、前記のように独立した校正装置（パーソナル
コンピュータ）に実装する代わりに、磁気軸受装置（10）内にソフトウエアといった形で
組み込んでもよい。磁気軸受装置（10）に組み込む場合には、例えば、制御器（40）内に
、該制御器（40）が実行するプログラムとして実装することが考えられる。
【０１５８】
　また浮上体（5）の位置制御（浮上制御）における位置の基準となる基準物は、ラジア
ルタッチダウン軸受（6）やスラストタッチダウン軸受（7）には限定されない。例えば、
ラジアルギャップセンサ（31）やスラストギャップセンサ（32）を基準物とすることが考
えられる。この場合は、例えば、ギャップセンサ（31,32）の先端と回転軸（5）の間の距
離がギャップ（g）である。
【産業上の利用可能性】
【０１５９】
　本発明は、ギャップセンサの校正方法として有用である。
【符号の説明】
【０１６０】
　　５　　　回転軸（浮上体）
　　６　　　ラジアルタッチダウン軸受（補助軸受）
　　７　　　スラストタッチダウン軸受（補助軸受）
　　８　　　電流センサ
　２１　　　ラジアル磁気軸受
　２２　　　スラスト磁気軸受
　３１　　　ラジアルギャップセンサ
　３２　　　スラストギャップセンサ
　７１～７８　　　電磁石
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